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第１３回 委員会

資料－１

第１３回 城 原 川 流 域 委 員 会

議 事 次 第

日時：平成16年11月5日（金）午後1時～午後5時

場所：ルネッサンスホテル創世（佐賀市）

１ 開 会

２ 委員長挨拶

３ 議 事

（１）総合的な議論

（２）その他

４ 閉 会
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城原川流域委員会の設立趣旨

平成9年の河川法改正に伴い、河川管理者は、長

期的な河川整備の基本となるべき方針を示す｢河川

整備基本方針｣を定めることとなり、筑後川水系に

おいては、平成１５年１０月２日に河川整備基本方

針が策定されました。

また、基本方針に沿って今後20～30年間の具体的

な河川整備の目標や内容を示す｢河川整備計画｣を定

めることとなり、筑後川水系流域委員会準備会議が

設立されています。

この委員会は、筑後川水系流域委員会の分科会と

して、河川整備計画（案）の策定にあたり、河川法

第１６条の２第３項に規定する趣旨にもとづき城原

川流域を対象として学識経験者としての意見を述べ

るとともに、関係住民の意見の反映方法について意

見を述べることを目的とするものです。
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城原川流域委員会規約

（趣旨）

第１条 この規約は、｢城原川流域委員会｣（以下｢委員会｣という）の設置につ

いて必要事項を定めるものである。

（目的）

第２条 この委員会は、河川整備計画（案）の策定にあたり、河川法第１６条

の２第３項に規定する趣旨にもとづき城原川流域を対象として学識経

験者としての意見を述べるとともに、関係住民の意見の反映方法につ

いて意見を述べることを目的とする。

（組織等）

第３条 国土交通省九州地方整備局長（以下｢整備局長｣という）と佐賀県知事

（以下「知事」という）が設置、運営する。

２．委員会の委員（別表1）は、整備局長と知事が委嘱する。

３．委員の任期は１年とし、再任を妨げないものとする。

（委員会）

第４条 委員会は、必要に応じて委員以外のものを委員会へ参加させ参考意見

を聴くことができる。

（委員会の成立）

第５条 委員会は、委員の三分の二以上の出席をもって成立する。

２．委員の代理出席は原則として認めない。

（委員長、副委員長）

第６条 委員会には委員長を置く。

２．委員長は、委員の互選においてこれを定める。

３．委員長は、委員会の会務を総括し、委員会を代表する。

４．委員長は、あらかじめ副委員長を指名する。

５．委員長が事故等の理由により出席できない場合には、副委員長がその

職務を代行する。
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（意見）

第７条 委員会は、審議した内容について河川管理者である整備局長と知事に

対し意見を述べる。

（情報公開）

第８条 委員会の公開方法については、委員会において定める。

（事務局）

第９条 委員会の事務局は、国土交通省筑後川河川事務所と佐賀県県土づくり

本部河川砂防課に置く。

（規約の改正）

第10条 本規約の改正は、全委員総数の三分の二以上の同意を得て、これを行

うものとする。

（雑則）

第11条 本規約に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

会においてこれを定める。

付則

（施行期日）

この規約は、平成１５年１１月１３日から施行する。

付 則 〔平成１６年４月２８日改正〕

この規約は、平成１６年４月２８日から施行する。
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【別表－１】城原川流域委員会 委員名簿

氏名 所属等

荒牧 軍治 佐賀大学理工学部教授
あらまき ぐ ん じ

飯盛 和代 佐賀短期大学教授
いさがい か ず よ

井上 英幸 佐賀植物友の会会長
いのうえ ひでゆき

蒲地 弘明 佐賀県土地改良事業団体連合会専務理事
か も ち ひろあき

桑子 敏雄 東京工業大学大学院社会理工学研究科教授
く わ こ と し お

古賀 憲一 佐賀大学理工学部教授
こ が けんいち

小宮 睦之 元 佐賀県立博物館副館長
こ み や むつゆき

坂本 美須子 佐賀女子短期大学人間生活学科教授
さかもと み す こ

佐藤 悦子 千代田町推薦委員
さ と う え つ こ

佐藤 正治 脊振村推薦委員
さ と う まさはる

実松 英治 公募委員
さねまつ ひではる

七戸 克彦 九州大学大学院法学研究院教授
しちのへ かつひこ

白武 義治 神埼町推薦委員
しらたけ よしはる

竹下 泰彦 公募委員
たけした やすひこ

藤永 正弘 公募委員
ふじなが まさひろ

益田 学 公募委員
ま す だ まなぶ

松﨑 治朗 佐賀県有明海漁業協同組合連合会専務理事
まつざき じ ろ う

宮地 米蔵 元 久留米大学法学部教授
み や ち よねぞう

【50音順 敬称略】
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○河川整備計画とは

（河川整備計画） 「河川法第１６条の２」
河川管理者は、河川整備基本方針に沿って、計画的に河川の整備を実施すべき区間について、

（ 「 」 。） 。当該河川の整備に関する計画 以下 河川整備計画 という を定めておかなければならない

（河川整備基本方針及び河川整備計画の作成の準則） 「河川法施行令第１０条」
河川整備基本方針及び河川整備計画は、次に定めるところにより作成しなければならない。
一 洪水、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項については、過去の主要な
洪水、高潮等及びこれらによる災害の発生の状況並びに災害の発生を防止すべき地域の
気象、地形、地質、開発の状況等を総合的に考慮すること
二 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項については、流水の占用、
舟運、漁業、観光、流水の清潔の保持、塩害の防止、河口の閉塞の防止、河川管理施設
の保護、地下水位の維持等を総合的に考慮すること
三 河川環境の整備と保全に関する事項については、流水の清潔の保持、景観、動植物の
生息地又は生育地の状況、人と河川との豊かな触れ合いの確保等を総合的に考慮すること

（河川整備計画に定める事項） 「河川法施行令第１０条の３」
河川整備計画には、次に掲げる事項を定めなければならない。
一 河川整備計画の目標に関する事項
二 河川の整備の実施に関する事項
イ 河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行により設置される
河川管理施設の機能の概要
ロ 河川の維持の目的、種類及び施行の場所
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